





Ⅰ 最判平成 24 年 2 月 9 日（民集 66 巻 2 号 183 頁）
Ⅱ 近時の下級審裁判例
Ⅲ 若干の考察











⚑） 橋本博之『解説 改正行政事件訴訟法』（弘文堂，2004 年）81 頁，93-95 頁では，抗告訴訟
と当事者訴訟とを相互排他的に取り扱うべきではない旨，両者の垣根を柔軟に取り扱うべき旨
が繰り返し主張されている。後述の最判平成 24 年 2 月 9 日についても，橋本は，「行政処分の
法的効果を予防的に争う場合全般に確認の利益が否定されるという，公法上の確認訴訟の補充
性に係る一般的命題を示したものとは言えまい」とする（「行政処分差止訴訟及び義務不存在確
認訴訟の適法性」『平成 24 年度重要判例解説』（2013 年）52 頁）。
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⚑ 事例①名古屋地判平成 25 年 5 月 31 日判時 2241 号 31 頁











⚒） たとえば，医薬品のネット販売訴訟における確認請求は，平成 24 年最判を前提とすると，
無名抗告訴訟と捉えられる可能性があることは，すでに指摘のあるとおりである。北見宏介
「判批」新・判例 Watch Vol. 14（2014 年）59 頁，村上裕章「判批」判評 651 号（判時 2178 号）
（2013 年）5 頁。





と公益」法教 409 号（2014 年）49 頁。














23 年（行ツ）第 177 号，同第 178 号，同年（行ヒ）第 182 号同 24 年 2 月














⚕） この種の公示の処分性について，常岡孝好「判批」自治研究 90 巻 10 号（2014 年）127 頁以
下，同「行政立法の法的性質と司法審査（1）～（4・完）」自治研究 90 巻 10 号 121 頁，90 巻


























⚒ 事例②大阪地判平成 25 年 7 月 4 日裁判所ウェブサイト













「（ア）行政事件訴訟法 37 条の 4 第 1 項の『重大な損害を生ずるおそれ
がある』との要件の趣旨











（イ）運輸規則 22 条 1 項違反により原告Ａにされる可能性のある処分の内
容


































































て，本件指定地域内に営業所を有する原告らは運輸規則 22 条 1 項及び本




り違法であるとして，原告らは運輸規則 22 条 1 項及び本件公示に基づき
日勤勤務運転者に 1乗務当たり 250 キロメートルを超えて乗車させてはな
らないとの義務を負わない旨主張しており，原告らと被告との間には現実
的かつ実際の紛争が生じているものと認められる。





るのであって，運輸規則 22 条 1 項及び本件公示は営業の自由に係る事業
者の権利の制限に当たるということができ，その権利の性質に鑑みると，
























⚗） なお，本判決の「重大な損害」要件に関する判断は，平成 24 年最判を引用しておらず，内
容的にも平成 24 年最判に沿ったものとはなっていない。この点に対する批判として，朝田とも
子「判批」法セミ 707 号（2013 年）113 頁。











⚓ 事例③福岡地判平成 28 年 9 月 27 日公刊物未登載










原告の請求は，①平成 26 年 4 月 1 日付け届出運賃が公定幅運賃の範囲内に
⚘） 自由権の制約と確認訴訟の関係について，神橋一彦「許可事業者に対する監督処分をめぐる
訴訟について タクシー乗務距離制限をめぐる近時の判例を中心に」金井貴嗣・土井和博・
東條吉純編『経済法の現代的課題 舟田正之先生古希祝賀』（有斐閣，2017 年）585 頁以下，
また同「行政訴訟と基本権保護 「訴訟法の留保」は解消されるか」ドイツ憲法判例研究会
編『講座 憲法の規範力 第 5 巻 憲法の規範力と行政』（信山社，2017 年）122 頁以下。自由
権制約事例における確認訴訟の利用実態に関する分析として，鵜澤剛「自由権の制約と訴えの
利益」立教法学 99 号（2018 年）69 頁以下。
⚙） 本判決と同様に，直近の不利益処分にのみ処分の蓋然性を認め，「重大な損害」要件を否定
して差止訴訟を却下する一方で，確認請求の適法性を認めた事例として，札幌地判平成 26 年 2
月 3 日裁判所ウェブサイト，東京地判平成 26 年 3 月 28 日判時 2248 号 10 頁（控訴審である東

















































































高裁平成 23 年（行ツ）第 177 号，同第 178 号，同年（行ヒ）第 182 号同



















法 30 条）として 2 週間程度，〔⚓〕2 回目の運賃変更命令による運賃変更
届出期限 15 日程度の各経過を要する。）に，運賃変更命令違反に対する自




















































































訟においては，行訴法 41 条 1 項によって準用される取消判決の拘束力（行訴
法 33 条 1 項）を考慮に入れる必要がある。判決の拘束力は，警察官による捜査








12） 伊藤眞「確認訴訟の機能」判タ 339 号（1976 年）31 頁。







14） 名古屋地判平成 21 年 2 月 19 日判タ 1313 号 148 頁。





















































































































































行訴法 33 条 1 項は，「処分……を取り消す判決は，その事件について，処分
……をした行政庁その他の関係行政庁を拘束する」と規定する。この規定は，
差止訴訟にも（38 条 1 項），当事者訴訟にも（41 条 1 項）準用される。差止訴
訟や当事者訴訟における請求認容判決が，将来の同種事件について行政庁を拘
束するような効力を有するかがここでの問題である。ここで伴となるのが行訴

























































































25） 伊藤・前掲注 12）30 頁。









お わ り に
以上，本稿では，抗告訴訟としての差止訴訟と当事者訴訟としての確認訴訟
の相互関係について，好対照を示す諸判決を取り上げ，これらを紛争解決の単
位という観点から，さらには判決の効力論の観点から，分析・検討してきた。
しかし，判決の拘束力，とりわけ「その事件」とは何を意味するのかという根
本問題については，従前の議論の結論を前提とした考察にとどまり，議論の理
論的深化に寄与するような考察をすることまではできなかった。
判決の拘束力が及ぶ範囲は，最終的には後訴裁判所が判断するものであり，
究極的にはその時になるまで誰にもわからないものである。それだけに，それ
は，可能な限り明確な基準に基づいたもの，あらかじめ予測可能なものである
必要がある。「その事件」の範囲について，たとえば，申請に対する処分や不
利益処分といった分類や，法令上の義務の存否は争われる場合はどうかなど，
それぞれ問題となる場面ごとに，実体法的な検討が必要となる思われる。この
ことを筆者の今後の課題として自覚しつつ，ひとまず筆をおくことにしたい。
抗告訴訟としての差止訴訟と当事者訴訟としての確認訴訟の関係について（鵜澤 剛)
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